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はじめに
本論文は，日本社会で実現しつつある高齢者介護の社会化について，先行
研究に基づきつつ，それが求められる背景や要因を整理し，歴史的にそれが
求められてきた経過を概観し，さらに，介護の社会化によって実現されてき
た介護クリーク（個々の要介護者を介護するための諸個人・諸組織のネット
ワーク）の可能性を検討したい。日本社会の高齢化によって高齢者の介護
は，家族だけでは支えきれない状況になり，介護の社会化の必要性が高まっ
てきたが，介護の社会化を実現するためには，家族・親族，近隣・友人，施
設を含めた外部サポートの資源などの社会的ネットワークが重要である。そ
してそれを基盤とする介護クリークの役割は非常に重要な位置を占めてきて
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いるのである。
第１節では，日本社会の人口高齢化に伴う要介護高齢者の増加傾向につい
て整理し，要介護者の増加に主として家族介護が対応してきたこと，しかし
家族介護はすでに限界に達しつつあることを示す。
第２節では，日本社会における高齢者介護の歴史を振り返りながら，そこ
では家族介護から社会的介護への流れが大きくなってきたことを再確認し，
さらにはまた，高齢者介護に何が求められ期待されているかについて要点を
整理したい。
第３節では，家族介護から社会的介護という視点の移り変わりの中で，介
護者を支える社会的ネットワークが形成され注目されてきたこと，そしてそ
のネットワークを基盤として個々の要介護者のための介護クリークの生成の
可能性が展望されてきたことを明らかにしたい。
第１節 要介護者の増加と家族介護の限界
平成２６年版『高齢社会白書』によれば１），平成２５（２０１３）年１０月１日現
在，１億２，７３０万人と，２３（２０１１）年から３年連続の減少であった。６５歳以
上の高齢者人口は，過去最高の３，１９０万人（前年３，０７９万人）となり，総人
口に占める割合（高齢化率）も２５．１％（前年２４．１％）と過去最高となった。
６５歳以上の高齢者人口を男女別にみると，男性は１，３７０万人，女性は１，８２０
万人で，性比（女性人口１００人に対する男性人口）は７５．３であり，男性対
女性の比は約３対４となっている。また，高齢者人口のうち，「６５～７４歳人
口」は１，６３０万人（男性７７２万人，女性８５８万人，性比９０．０）で総人口に
占める割合は１２．８％，「７５歳以上人口」は１，５６０万人（男性５９８万人，女性
９６２万人，性比６２．２）で，総人口に占める割合は１２．３％である。平成２５
（２０１３）年は，前年に引き続き６５～７４歳人口が増加した。昭和２２（１９４７）
１）内閣府ホームページ掲載の「平成２６年版高齢社会白書（概要版）」を参照（２０１４
年９月２５日確認）。
１３２ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
～２４（１９４９）年に生まれたいわゆる「団塊の世代」が６５歳に達しているた
めである２）。
高齢になるほど，とりわけ後期高齢者になると，介護を要する状態になる
確率が急速に高まるので，後期高齢者人口の増大は，高齢者の介護問題が大
きな政策的課題になることを示している。人口が高齢化することによって，
さまざまな問題が生じることがすでに指摘されている。たとえば，公的年金
保険における年金制度自体の破綻の恐れ，それを回避するための保険料率の
大幅な引き上げによる被保険者の負担の増大がある。年金財政に対する不信
感を背景の一つとした保険料未納問題もある。また，高齢者医療費の増大に
よる被用者健康保険，国民健康保険などの医療保険の赤字財政問題がある。
さらに，人口高齢化の要因である少子化現象は，将来における若年労働力不
足を引き起こすと予想され，産業全体での労働力供給に対する不安が大きく
なっている。そして，社会福祉の領域では，寝たきりや痴呆等の要介護者の
介護問題がある。寝たきりや認知症などの要介護高齢者は，今後どの程度増
え続けていくのであろうか。
「介護保険事業状況報告（年報）」（平成２４年度）から３），６５～７４歳と７５
歳以上の被保険者について，それぞれ要支援，要介護の認定を受けた人の割
合を見ると，６５～７４歳で要支援の認定を受けた人は１．２％，要介護の認定を
受けた人が３．０％であるのに対して，７５歳以上では要支援の認定を受けた
人は７．６％，要介護の認定を受けた人は２１．６％となっており，７５歳以上に
なると要介護の認定を受ける人の割合が大きく上昇することが示されている。
高齢者といっても，６５歳から７４歳までの前期の高齢者の場合，全般的に
いって健康状態も良好であり，介護を要する状態になる可能性は比較的低
い。しかしながら，後期高齢者となると，寝たきりや認知症といった要介護
２）団塊世代については宮本（２０１４）が詳しい。
３）厚生労働省ホームページ掲載の「平成２４年度介護保険事業状況報告（年報）」を
参照（２０１４年９月２５日確認）。
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の状態になる可能性が高くなる。それゆえ，この後期高齢者人口の増大は，
今後の日本社会の課題の中でも高齢者の介護問題が大きな位置を占めるであ
ろうことを意味している。要介護高齢者を，どのような仕組みで，誰が介護
するのか，従来のシステムを維持していくのか，それとも，抜本的に見直し
ていくのかという，高齢者の介護問題への対応が迫られることになる。
２０１３年度「国民生活基礎調査」によれば４），主な介護者をみると，要介護
者等と「同居」が６１．６％で最も多く，次いで「事業者」が１４．８％となって
いる。「同居」の主な介護者の要介護者等との続柄をみると，「配偶者」が
２６．２％で最も多く，次いで「子」が２１．８％，「子の配偶者」が１１．２％と
なっている。また，「同居」の主な介護者を性別にみると，男性３１．３％，女
性６８．７％で女性が多くなっている。年齢階級別にみると，男女ともに「６０
～６９歳」が２７．７％，３２．５％と多くなっている。同居の主な介護者と要介護
者等の組合せを年齢階級別にみると，「７０～７９歳」の要介護者等では，「７０～
７９歳」の者が介護している割合が５０．６％，「８０～８９歳」の要介護者等では，
「５０～５９歳」の者が介護している割合が２９．９％で最も多くなっている。年
次推移をみると，６０歳以上同士，６５歳以上同士，７５歳以上同士の組み合わ
せにおいて，いずれも上昇傾向となっている。同居の主な介護者の介護時間
を要介護度別にみると，「要支援１」から「要介護２」までは「必要なときに
手をかす程度」が多く，「要介護３」以上では「ほとんど終日」が最も多い。
同居の主な介護者のうち，介護時間が「ほとんど終日」の者を平成２２年と
比較すると「男性」は２７．２％から２８．５％，「女性」は７２．８％から７１．５％
で，ほぼ横ばいとなっている。続柄別にみると，男女とも「配偶者」の割合
が増加し，「女性」では「子」が増加するとともに「子の配偶者」は減少し
ている。同居の主な介護者について，日常生活での悩みやストレスの有無を
みると，「ある」６９．４％，「ない」２７．７％となっている。性別にみると，「あ
４）厚生労働省ホームページ掲載の「平成２５年度国民生活基礎調査の概況」を参照
（２０１４年９月２５日確認）。
１３４ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
る」は男性６２．７％，女性７２．４％で女性が高くなっている。
菊澤佐江子によれば１９９０年代にすでに，次のようなことが明らかになっ
ていた（菊澤，２００５：１５５-１６８）。第１に，介護者のうち相当数が就業者で
あること，第２に，同じ就業者であっても，女性のほうが男性より介護を担
う傾向があることだ。「介護を行う労働者に関する措置についての実態調査」
（労働婦人局１９９１）によると，３０人以上の規模の企業に勤務する３５歳以上
の男女（N=２５８０）のうち，過去３年間に介護を要する家族がいた労働者は
女性４４．０%，男性５６．０%と男性のほうが多いのに対し，このうち介護を
「自分が主に行った」者は女性４２．６%，男性７．１%と女性労働者のほうが圧
倒的に高い確率で介護を担う傾向が報告されている。被雇用者を対象として
いることから推察されるように，約８割が自分または配偶者の親の介護であ
る。第３に，介護を担うことにより就業に影響を受ける者が相当数存在す
る。「就業構造基本調査」（１９９７）によると，過去に「家族の介護・看護」を
理由に転職した女性は１万７千人，離職した女性は９万人存在する（菊
澤，２００５）。あきらかに，家族介護において介護役割を担っているのは中高
年女性である。しかし，近年，その女性の家庭外での労働力化傾向が顕著に
なっている。就業と介護の要請はいずれも今後さらに高まることが予想さ
れ，これに伴い二つの役割を担う女性はさらに増えると指摘されていた。
人口構造の変化は世帯の状況の変化とも関連が深い。「日本の世帯数の将
来推計（２０１３年１月推計）」によると５），世帯総数は２０１９年をピークに減少
を開始し，平均世帯人員は減少が続く。世帯総数は２０１０年の５，１８４万世帯
から増加し，２０１９年の５，３０７万世帯でピークを迎えるが，その後は減少に
転じ，２０３５年には４，９５６万世帯まで減る。平均世帯人員は２０１０年の２．４２
人から減少を続け，２０３５年には２．２０人となる。「単独」「夫婦のみ」「ひと
５）国立社会保障・人口問題研究所ホームページ掲載の「日本の世帯数の将来推計
（全国推計）要旨［２０１３（平成２５）年１月推計］」を参照（２０１４年９月２５日確
認）。
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り親と子」の割合が増加する。２０１０～３５年の間に「単独」世帯は３２．４％か
ら３７．２％，「夫婦のみ」は１９．８％から２１．１％，「ひとり親と子」は８．７％か
ら１１．４％と割合が上昇する。平均世帯人員の減少は，より単純で小規模な
世帯の増加がもたらしている。一方で，かつて４０％以上を占めた「夫婦と
子」は２７．９％から２３．３％に，「その他」は１１．１％から６．９％と低下する。
２０１０～３５年の間に世帯主が６５歳以上である世帯は１，６２０万世帯から２，０２１
万世帯に，７５歳以上である世帯は７３１万世帯から１，１７４万世帯に増加する。
単独世帯は今後も一層の増加が見込まれており，２０３０年には全世帯の
３７．４％を占めるとされている。単独世帯は，世帯員相互のインフォーマル
な支援が期待できないことから，相対的に失業，疾病，災害といった社会的
リスクに弱く，地域や社会による支援がより必要になると考えられる。また
単独世帯の増大は，介護を始めとした支援を要する世帯の増大や負担能力の
減少など，社会全体に大きな影響を及ぼすことが懸念される。
このような高齢者独居世帯や高齢者夫婦のみの世帯の増加や子どもとの同
居率の低下は，老親介護機能の弱体化を示すものととらえられる。高齢者家
族の核家族化が進行しており，今後もこの傾向が続くとすると，子ども家族
と別居する単身者や高齢者夫婦からなる高齢者核家族においては，構成メン
バーは少人数かつ高齢者ゆえに，家族内部での介護要員を確保することは難
しい。高齢者が要介護の状態になると，単独世帯では介護者が存在しなくな
る。また，夫婦世帯では高齢の配偶者が介護者と同居していることになる。
別居している子ども家族などから支援が得られない限り，私的介護の成立は
難しい。今後予想される高齢者家族の一層の核家族化は，家族の介護機能を
構造的に脆弱なものにしている６）。
６）親世代を介護するために仕事に支障きたす子世代が増えており，介護難民，介護
離職，隠れ介護などの言葉が生れている。その一例として雑誌『日経ビジネス』
２０１４年９月２２日号の特集「１３００万人驚愕の実態：「隠れ介護」が会社を蝕む」
がある。「介護離職，年間１０万人」は氷山の一角にすぎないとして，企業による
介護支援の制度改革を提案している。
１３６ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
下山昭夫は家族による介護行動の特徴を４点にまとめている（下
山，２０００：１８）。第１に，排泄・入浴・衣服の着脱・食事の介助などに，相
当の手数と時間を要することである。第２に，介護行動は実際には単純な
「作業」の繰り返しであり，単調さからくるストレスを生じ易い行為の連続
である。また，福祉機器や器具によって労力を幾分かは軽減することはでき
ても，全面的に代替することはできず，合理化や省力化が難しいことが指摘
される。第３に，要介護者を常に観察する必要があり間欠的行動であるこ
と，つまり，一つ一つの介護行動はそれほど長時間要しないにしても，要介
護者から「目を離せない」ために，結果として付きっ切りの状態になる可能
性がある。第４に，介護の終了時点の見通しが不透明な点である。
このような制約によって多くの家族介護者は，心理的ストレスが強く睡眠
不足の傾向があり，家を留守にできない，自分の時間がとれないといった時
間的拘束感を感じている。介護のために特に中高年の女性は休職や退職，転
職を余儀なくされている場合もある。また介護負担から介護者自身が健康を
害していることも少なくない。
家族介護を主題とする先行研究は主として，介護者の介護負担や，介護ス
トレスをめぐって蓄積されてきた。春日キスヨによれば，今日の家族介護
は，高度化した介護水準，高密度な介護関係，長期間の介護生活などの要因
のために，かつてないほどにストレスフルで負担が大きいものとなった（春
日，１９９７：９１-９３）。その結果，家族介護者の「バーンアウト」が問題と
なっている（和気，１９９８）。介護者の過労や共倒れ，さらに介護殺人のよう
な悲惨な事件を通じて，ようやく家族介護の問題への社会の関心が高まって
いる。それらの問題化を通じて，家族介護が研究主題として焦点化されるよ
うなったのである。
以上のように，日本では家族システムの変容が進行し，核家族化や高齢者
の子ども世帯との同居率の低下により，家族規模や機能の縮小が進んでい
る。また，農林漁業などの第一次産業中心の社会からサービス業などの第三
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次産業中心の社会への変化といった近代化に伴う産業構造の変化が関連し，
女性の就業率が上昇している。さらに，男女ともに非婚化，晩婚化が進み，
多様な生き方になってきている。このような社会の変化，家族や女性の就労
状況の変化は，女性が主たる役割を担ってきた子育てや高齢者介護の機能低
下をもたらす。また，従来は家制度に基づく女性（特に長男の妻）による介護
役割規範が強かったが，この規範が揺らぎつつある。介護保険制度導入によ
る介護の社会化が推進される中で，行動や意識レベルの変化が見られるよう
だ。少子化の要因として家族や就労に関する価値観の変容の影響が指摘され
ているが，高齢者ケアに関しても価値観の変化は社会構造の変化と同様に影
響力をもつと考えられる。ともあれ要介護高齢者の介護役割は，今日に至る
まで，基本的には子ども家族によって担われてきた。つまり，子ども家族と
高齢者との同居という家族形態を基盤に，家族介護が展開されてきた。しか
しながら今日の家族形態の変化，すなわち高齢者家族の核家族化，同居率の
低下，家族意識の変化とりわけ高齢者に対する扶養・介護規範意識の低下，
そして現実的介護役割を担ってきた女性の雇用労働者化といった現実を踏ま
えるならば，もはや家族を基軸とする私的介護は，高齢者介護の主流たりえ
ないのではないだろうか。
戦後日本社会の家族の変動は，要介護高齢者に対する家族介護を持続させ
ることの限界を顕在化させつつある。そして，「非婚」「シングルズ」「家族
の個人化」などの家族の変化が，直系家族はもとより現在の核家族のあり方
さえも超えようとしている７）。もはや子ども家族，あるいは義理の家族関係
にある嫁である女性に全面的に要介護高齢者の介護役割を期待することは，
家族それ自体の崩壊をもたらすとさえ言える。家族介護の外部的そして内部
的な条件変化は，まさに歴史的な必然性として要介護高齢者の介護の社会
化，社会的介護を求めてきたのである。
７）日本の家族の将来像については山田（２０１４）。
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第２節 家族介護から社会的介護へ
本節では，日本の高齢者介護について，家族介護から社会的介護への流れ
を歴史的に整理し，さらに介護を捉える視点についても検討しよう。
内閣府が実施した２００３年の「高齢者介護に関する世論調査」において８），
「家族の介護を中心とし，ホームヘルパーなど外部の者も利用したい」，
「ホームヘルパーなど外部の者の介護を中心とし，あわせて家族による介護
を受けたい」と答えた者にその理由を尋ねたところ，「家族の肉体的負担を
減らすため」（７１．９%），「家族の精神的負担を減らすため」（６１．６%），「家族
は仕事などがあり，介護に十分な時間がとれないため」（２４．５%）等の順と
なっている。これらの結果を１９９５年の同調査と比較してみると，「家族の肉
体的負担を減らすため」が６４．６%→７１．９%，「家族の精神的負担を減らすた
め」が５４．１%→６１．６%と上昇し，「家族は仕事などがあり，介護に十分な時
間がとれないため」が３０．７%→２４．５%と低下している。
また，家族の中では主として誰に身の回りの世話を頼むつもりか尋ねたと
ころ，「配偶者」（５７．３%），「娘」（１９．６%），「息子」（５．３%），「嫁」（５．１%）
等となっている。これらを１９９５年の同調査結果と比較すると，「配偶者」は
５０．９%→５７．３%と上昇し，さらに性別でみると，「配偶者」を選んだのは男
性の７８．８%，女性の４２．１%，「娘」を選んだのは男性の５．０%，女性の２９．９
%と，男性は「配偶者」，女性は「娘」を頼りにしているようだ。菊池真弓
によれば，これらの結果からは，家族の「肉体的負担」，「精神的負担」を軽
減するために外部機能を活用していきたいといった意識が読み取れる。しか
し，介護・看護の担い手は，「家族だけに介護されたい」と答えた者と同様
な結果で，男性の場合は身近な配偶者が中心であり，女性の場合は血縁関係
にある娘を希望している（菊池，２００５：１６９-１８０）。
８）この調査は１９９５年と２００３年に実施されているが，その後はこの名称での調査は
実施されていないようだ。
１３９高齢者介護の社会化
清水浩昭が述べるように，一般的動向として日本の高齢者扶養は私的扶養
から公的扶養へと移行するとされているが，現段階においても私的扶養への
依存度が強いことから高齢者虐待と老老介護の問題が生じている（清
水，２００４：２０１-２０２）。さらには，大久保孝治・杉山圭子（２０００）が示すよ
うに，双方の親を介護するといった「双系化」を視野にいれた高齢者介護の
あり方も今後の課題となるであろう。
以上のことから全体的な傾向をみると，現在の高齢者介護に対する意識
は，徐々に家族介護から公的介護へと移行し，家族の肉体的負担，精神的負
担を軽減していくために外部機能の活用を意識しているといえるが，同時に
家族以外の他人の世話になりたくない等といった外部機能への抵抗が残って
いることも明らかである。高齢者介護に対する意識は，徐々に外部機能の活
用を考えつつも，実際に望む介護・看護の担い手は，男性の場合は身近な配
偶者であり，女性の場合は血縁関係にある娘なのである。
それでは，戦前の家制度のもとでの高齢者介護は歴史的に見てどういうも
のだったのか。上野千鶴子は家族介護そのものが，社会現象として歴史的に
新しいことを４点にわたって指摘する（上野，２０１１：１０６-１０７）。第１に，
戦前は平均寿命が短かった。日本は１９７０年に「高齢化社会」に突入
し，１９９４年に「高齢社会」の段階に入った。つまり少なくとも高齢社会に
なるまでは，高齢者そのものが，人口学的な少数派にとどまっていた。しか
も寿命は経済水準，栄養水準，衛生水準，医療水準，介護水準などに依存す
るために，戦前には「要介護期間」は長期化しなかったと考えられる。
また第２に，戦前には同居に伴う扶養慣行があったことが挙げられる。老
親扶養は家産の単独相続と引き換えに家督相続人（長男）が負わねばならない
義務であるとともに，親が家督相続人に世話になることは当然の権利と考え
られていた。したがって，親と一緒に住んで，金銭のみでなく，日常生活全
般にわたる援助を行うことは，こうした家族制度の縦の系列を強化する重要
な要因となっていた。なお，日本における６５歳以上の高齢者の子供との同
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居率は，長い間８割近くと高い水準を示してきた。これが徐々に減少傾向を
示し，５０％を割るのが１９９９年，２００８年には４４％までに低下した。家督相
続が扶養期待とセットであることは前提されてきたが，同居の親世代を被扶
養者と呼ぶのはふさわしくない。生産労働に貢献しない場合も，生産力とし
て価値の高い嫁に代わって，家事や育児の負担を引き受けてきたのは祖父母
世代であった。
そして第３に，三世代同居家族の同居期間が現在よりはずっと短いこと，
第４に，子世代の親との同居確率の低いことが挙げられる。近代社会はどこ
も多産多死から多産少死，そして少産少死へという人口転換を経験してきた
が，戦前女性の平均出児数は５人程度であり，親からみた子世帯との同居率
が８割と高くても，子世代から見た親との同居率は，兄弟姉妹数に応じて低
くなる。日本では戦後になってようやく，「長男長女時代」の少子化世代が
登場することになったのである。
以上のように，近代日本では歴史的に見て，高齢者介護のうち，同居家族
による家族介護は，決して一般的でもなければ，人口学的にみて多数派の経
験でもなかったと上野は指摘し次のように続ける。日本では長い間介護は家
族によって，すなわち女性の手によって行われてきたが，それは，果たして
良い介護だったのだろうか。昔の介護は家庭で行われてきたけれども，今は
女性が社会進出したから，女性が介護ができなくなったという人がいる。し
かし，それは必ずしも正しくない。在宅で介護されていた要介護高齢者がよ
り良い介護を受けていたかというと，決してそうではない。虐待のような問
題は頻繁に起っていた。
それでは，次に法制度の整備の歴史を概観しておこう。上野によると，高
齢者福祉の前史は次のようなものだった（上野，２０１１：１０８-１１）。１９２５年に
救護法の制定が決議され，１９２９年に公布，１９３２年に施行された。対象と
なった高齢者は約３万人，施設収容者は約２千人であった。１９３８年には厚
生省が設置された。戦争中には，高齢者は一般成人より配給の量を減らされ
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た。他方，農村部で男手を奪われた農業生産を実質的に支えたのは，女性と
高齢者だった。１９４７年の臨時国勢調査に引き続いて，１９５０年になって，戦
後第１回の本格的な国勢調査が実施された。総人口８，３２０万人のうち，高齢
者の人口比７．６％と発表されたが，このときはまだ６０歳以上が「老年」の
カテゴリーに含まれていた。
高齢化をめぐる論議は，１９５６年の国連報告書において６５歳以上の人口比
が７％以上の社会を「高齢化社会」と呼んだことから一般化した９）。高齢者
問題が政策課題として焦点化したのは，１９６３年に老人福祉法が成立したこ
とをもって画期とする。この法律は一部の低所得層の高齢者対策を超えて，
すべての高齢者を対象に，人権や生活，就労保障などをうたった一貫性のあ
る施策を整備するものだった。１９６４年に公的な在宅介護サービスがスター
トしたが，対象はまだ低所得者層に限られていた。高齢者施設は，その法律
のもとで，養護・特別養護・軽費と３種類の老人ホームとして整備された。
施設介護に加えて，今日では「在宅介護」として知られるホームヘルプサー
ビスが初めて実施されたのは１９６５年である。低所得世帯の独居高齢者を対
象としており，家族の外にはみだした高齢者が「対策」の対象とされ，同居
家族がいる場合には，経済資源も介護資源も持たない人々に限定されていた。
今日，「協セクター」と呼ばれる市民事業体が生成されつつあると上野は
指摘する（上野，２０１１：１１２）。そのはしりは，１９８３年に全国最大の生協の
灘神戸生協が開始した「コープくらしの助け合い活動」である。介護負担の
重さにあえぎながら，公的支援の期待できない待ったなしの現実の中で，共
助の理念を実現しようと動き始めた人々であった。そのような先駆的な動き
を背景にして１９９７年に介護保険法が制定され，２０００年には介護保険制度が
施行された。それまで低所得層，独居老人に限定されていた公的サービス
９）高齢者人口が７％以上になると高齢化，１４％以上になると超高齢化と呼ばれる
ので，２５％近くなった現在の日本は超高齢社会であるが，それにとどまらない
新段階にあると見るべきだろう。
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を，家族介護者のいる中間層の在宅高齢者にまで拡大した点で，介護保険は
画期的な制度であり，家族介護の脱自然化に向けて，一歩を踏み出したもの
と指摘された。このように超高齢社会への道を歩んでいる日本におい
て，２０００年４月に公的介護保険制度が導入されたこともあり，高齢者介護
に対する関心は，研究者のみならず一般の人々においても高まっている。
北素子によると，介護という概念は，何らかの病気や障害を持つ人に対し
て，その人の行うことができなくなった生活上必要な行為について行う非専
門的な「助け」の行為全般を意味することから始まって，現在では専門的な
知識や技術を伴う生活行動援助を意味していると述べている（北，２００８：
２４）。かつては扶養とよばれたが，今では扶養という言葉は介護という言葉
にとって代わられた。『広辞苑』に「介護」という語が採録されたのは１９８３
年の第３版からであるし，「要介護高齢者」と言う概念そのものが歴史的に
見て新しい。そして，介護を必要とする高齢者の急増と，そのような高齢者
の生活の質向上への社会的ニーズの高まりから介護福祉士が介護の専門職と
して国家資格化され，１９８７年に制定された社会福祉士および介護福祉士法
第２条第２項で「身体上または精神上の障害があることより日常生活を営む
のに支障がある者につき入浴，排せつ，食事その他の介護を行い，並びにそ
の者及びその介護者に対して介護に関する指導を行うこと」と介護士の仕事
は定められた。さらに，２０００年に施行された介護保険制度によって歴史上
初めて，「要介護高齢者」が誕生し，「介護サービス」という準市場下のサー
ビス商品が成立し，介護を職業とする人々が全国で３００万人以上登場し，介
護者，事業者とワーカー，利用者とその家族，現場の諸実践などが生まれた
のである。
それでは，このような趨勢の中で，介護に対する人々の意識はどうなって
いるだろうか。現在介護についての家族規範は相対化しており，「介護をだ
れが，どこで，どのように行うのが望ましいか」ということに関しての画一
的な社会意識はもはや存在していないといえるだろう。要介護者自身は「在
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宅で家族だけから介護されたい」と望んでいるにもかかわらず，家族は施設
介護を望んでおり，専門家であるケアマネージャーは多様な介護サービスを
取り入れた「在宅介護」を提案するというケースもあるだろう。しかし今日
では，「男女の社会的平等」により女性の高学歴化が進み，女性が就労や文
化・社会活動によって自己実現を図ることがひとつの選好として認められる
ようになっている。また，女性の経済的自立の可能性が高まり，実際に既婚
女性の就労化が進んだことで，女性はかつての家族役割（妻や母や嫁）から解
放され，対等な夫婦関係が築かれる素地ができあがることになった。それゆ
え，夫婦間での日々の時間調整や人生設計の調節の必要性が高まっている
（野々山，１９９９：１６７-１６９）。
春日キスヨは，介護には「労働としてのケア」すなわち「ケア・フォー」
と，「愛情としてのケア」すなわち「ケア・アバウト」という二つの側面が
あると論じている。前者は食事，排泄，入浴など要介護者の身の周りの世話
をすることであるが，後者は直接手を下さずとも要介護者を励まし元気にし
気持ちに配慮するというように，情緒面でケアをすることである。そして理
想的な介護とはこの二つの側面が組み合わさったものとされている。（春
日，１９９４：１４４）。
春日は施設で介護を受けている高齢者のほうが，在宅で家族による介護を
受けている高齢者より，「はっきり自己主張する人が多い」ということに気
づいた。それというのも，「介護を受ける側の苦悩とは，身体が不自由な悩
み，介護者への不満，障害を持ちつつ生きる人生への疑問といったようなこ
とに関わっている」が，「それを家族の面前で言う事は意図せずして，介護
者への不平不満をあげつらう」ことにつながるために，「語ること自体」が
抑制されているからだと分析した（春日，２００１：１７０）。
介護の社会化に伴う社会的介護サービスの多くは，家族介護を目標とすべ
きモデルとしてきた。そのために多くの介護施設は，「家族のような介護」
や「家族のような関係」を標語としてきたのである。そのことはこれらの社
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会的な介護資源が「家族介護」を最善として，それに及ばない二流の代替選
択肢であることを自ら認めることを意味する（上野，２０１１：１３１）。しかしな
がら，介護施設の職員や養成研修を経たホームヘルパーのほうが，介護能力
の面では高い水準のサービスを提供することができるだろう。それでも，多
くの高齢者が家族介護を期待するのは，慣れ親しんだ住居の中で，子供など
の家族に介護されることの「安らぎと心地よさ」を求めているからであろ
う。だが，それは介護者に多大な負担を強いることになる。
従来の家庭生活のなかで家族構成員によって担われてきた介護の機能が外
部化されるとともに，それらが社会サービスとして供給を必要とされるほど
に事態は急展開している。すでに見てきたような家族の変動の中で，「介護
を必要とする人」の増加と「介護を担う人」の減少というアンバランスが生
まれ，この現状を打破するためには，介護の様々な側面の社会化が不可欠と
なっている。また，介護の社会化というと，介護者の負担を軽減する面から
取り上げられる傾向があるが，それだけではなく，介護される人にとって
も，もっとよい状態にするということでもある。介護のやり方もよくわから
ないような素人がやっている状態に専門家の手が入ることで，よりよい介護
が受けられるのである。
今後増加が見込まれる要介護高齢者は，どこで生活することになるのか。
在宅でサービスを受けるのか，それとも施設においてサービスを供給される
のか。その決定要因は，高齢者が子ども家族と同居しているか別居している
か，また，高齢者が在宅で自立的な生活が可能となるような介護サービスが
社会的に提供されうるかどうか，さらに，介護保険制度の下で要介護高齢者
の入所を受け入れる特別養護老人ホームなどの介護施設が十分に供給される
かどうかなどである１０）。つまり，高齢者が要介護状態になった時に，在宅で
１０）他の施設に比較して費用が安い特別養護老人ホームの入所を待つ待機者は５２万
人にのぼり，そのうち３５万人近くが要介護度３から５の高齢者であると報じら
れている。『朝日新聞』２０１４年９月２日号掲載の「大介護時代４」参照。
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の介護となるか，それとも施設での介護となるのかは，それらの要因によっ
て大きく左右されるのである。
第３節 介護の社会化と介護クリーク
下山昭夫によれば，介護の社会化とは，要介護高齢者の身体的介護を，子
ども家族の私的介護を基軸にしたシステムから社会的介護を基軸にしたシス
テムへと，その第一義的な責任を変更することである。要するに，社会的介
護のサービスの供給は市場のメカニズムの利用，地域社会での相互扶助とい
う社会的連帯，そして公的サービスの拡充といった多様な展開を想定するこ
とができる（下山，２００１：４７）。そして前述のように，介護保険制度も，「介
護の社会化」を進めるという政策的な方針から，２０００年４月よりスタート
している。
上野によれば，介護保険以前にも利用可能な介護資源が介護の市場化の下
で，派遣の家政婦やホームヘルパーの利用という選択肢として存在してい
た。上野は「あなたの介護負担を軽減するために，他人の助けを借りましよ
う。そのためにお金を使うことは贅沢でもわがままでもありません」とソー
シャルワーカーはなぜいえないのだろうかと問いかけている。そこには，
「家族介護」が最善であり，それを他の社会資源に代替することは次善，三
善の策であるという暗黙の前提がある（上野，２０１１：１２０-１２２）。
前述のように，日本において介護の社会化が当事者から拒否される傾向が
ある。春日キスヨによれば，「夫の世話をすることが妻としての夫への愛情
の証だ」と信じてきた高齢女性にとって，外部からの社会的介護サービスの
導入は「妻のアイデンティティ」を脅かすものと意識され，拒否される傾向
がある（春日，１９９４：１１３-１１７）。その結果，たとえば「妻による夫の介護」
は家族外システムを排除した介護になる傾向がある。また，援助を期待でき
る家族・親族資源を有していても，子ども中心主義を内在化した世代の「妻
による夫の介護」は，家族・親族システムのなかで孤立する傾向がある。こ
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うしたことから，今後主要な介護類型となると予測されている「妻による夫
の介護」は，固定的な性別役割分業を再生産し，また介護の社会化の流れを
押しとどめる類型であることに注意する必要がある。
介護を社会化するということは，家族から介護を取り上げることではな
い。介護をする家族の負担を軽減することは，介護される要介護高齢者によ
りよい生活を送ってもらうことと両立しなければならない。家族の優しさに
よる家族介護によって要介護高齢者の心の安らぎ，情緒的な安定が保たれる
ことは大切である。職業的な介護の専門家は技術も確かで，安心して委ねる
ことができる。しかし，専門的になるということは，効率化につながる。ま
た，専門家の介護を受けるということは，要介護高齢者にとって，ある程度
緊張感をもつことになる。それゆえ，そこに家族の良さをどのように結び付
けていくのか，取り戻していくか，というところに重点を置かなければなら
ない。そのために，介護する家族を社会がどのように支えていくのかが重要
なのである。
家族の介護を支えるためには，サービスの種類と質と量が必要である。
困った人のところに，必要な量だけ，必要なサービスが届けられるというシ
ステムが開発されなければうまくいかないだろう。しかし，家族による介護
も実施できる介護が望ましい。そのためにも外部からのサポートや家族・親
族ネットワークや近隣・友人ネットワークによる介護の機能をうまく活用す
る必要がある。本論文では個々の要介護者のために適切な介護が可能になる
ためのネットワーク形成を，後述の先行研究に学び介護クリークとよび，そ
の可能性について定義を若干拡大しつつ検討を進めたい。
介護クリークの研究の基礎には，社会ネットワーク研究があるので，まず
それを概観しておこう。
１９５０年代後半以後，社会的ネットワーク論が急速に広がり，大きく展開
するようになった。集団内部における人々の地位と役割の関係を捉えるだけ
では，人々の意識や行動を理解し説明することが困難になったからである。
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森岡清志によれば，社会的ネットワークは集団や機関のネットワークも含む
概念であるが，やがて人と人のネットワークに対象を限定するパーソナル・
ネットワークという概念が用いられるようになった（森岡，２０１２：９）。
高齢者の生活の質に関する研究は日本においても蓄積が多いが，先駆的な
研究としては前田大作らの研究（１９７９）がある。特に，PGCモラール尺度
（Philadelphia Geriatric Center Morale Scale）を使った研究が多い。
前田らの研究を受けて，直井道子は，PGCモラール尺度と高齢者の社会的
ネットワークとの関連を明らかにした（直井，２００１）。彼女によれば，男性に
とっては友人，女性にとっては親族との交際がモラールを高める方向で作用
している。さらに，高齢者の幸福感と関連が高い変数は，男女共通には健康
度であり，女性ではこれに世帯収入と親族交際頻度が加わり，男性では友人
交際頻度が加わる，という知見を得ている。
また原田謙らは，大都市部における７５歳以上の高齢者の社会的ネット
ワークと精神的健康との関連を明らかにした（原田ほか，２００５：４３４-４４７）。
原田らの分析によると，男性では近距離に居住する親族ネットワークがスト
レスを低め，生活満足度を高める効果をもっていた。原田らの研究は，PGC
モラール尺度を用いたものではないが，社会的ネットワークが高齢者の生活
満足度に有意な効果をもたらすことを確認している点で示唆的である。
同様に，野辺政雄も，岡山市に住む６０歳以上８０歳未満の女性のデータを
用いて，高齢女性の主観的幸福感を規定する要因を探った。そこでの分析に
おいても，健康であるほど，同居家族関係や友人関係が多いほど，高齢女性
は高い主観的幸福感をもっている（野辺，１９９９：１０５-１２３）。
前田信彦は東京下町の事例研究から，新たな「パーソナル・コミュニ
ティ」形成に関する仮説を見いだした。急速な都市化の中で，近隣関係や親
族関係を基盤とした下町の伝統的なコミュニティは衰退したとはいえ，高齢
者の社会関係が崩壊したとはいえない。電話を通じた密な交際や，バスや地
下鉄といった手段を利用した，空間的に離れた友人や親族とのつかず離れず
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の交際を維持するような「パーソナル・コミュニティ」とでもいうべき社会
関係が形成されているという仮説である。前田は，高齢者による「パーソナ
ル・コミュニティ」の形成という視点から，成人した子どもたちが遠距離に
居住しているため，近隣に頼りにできる親族がおらず，「ホームヘルパー」
などの専門的サービスへの期待がより強い事例があることを指摘している
（前田，２００６：１６１）。
日本の高齢期の社会的ネットワーク研究においては，比較的元気な高齢者
を対象とした研究が中心であり，高齢者の生きがいや主観的幸福感をその分
析の課題としてきた。そこでは高齢者の自立と社会参加が叫ばれ，高齢者が
主体的にライフスタイルを選択することが強調され，高齢者を個として扱う
「社会的ネットワーク論」の有用性が明らかにされてきたのである。
以上のように社会的ネットワーク研究において，まだ依存の必要のない中
高年者を対象として，サポート資源の利用可能性について，すなわち介護期
の社会的ネットワーク研究が進められてきた。そして，そこから実際に要介
護状態となった高齢者個人を対象とした介護の社会的ネットワークについて
研究が進められるようになってきた。その一つが介護クリーク研究なのであ
る。
藤崎宏子は，高齢者介護は家族単位ではなく，個人単位で行われるべきだ
として，従来の高齢者介護における「家族による囲い込み」という問題を指
摘した（藤崎，１９９８）。そして，要介護者である高齢者を中心において，彼
あるいは彼女の家族が取り巻き，その家族に近隣や福祉専門職が支援すると
いう日本型の「要介護高齢者のサポートネットワーク」から，要介護者を中
心おいて，家族もまた近隣や福祉専門職と並ぶ一援助資源として位置づける
欧米型のそれへの転換を説いている（藤崎，２００１）。このように，社会的
ネットワーク論は，介護の社会化を推進する政策に理論的な基礎を提供する
重要な役割を担っている。
このような問題を踏まえて，藤崎宏子は１９９８年１０月に長野県松本市I地
１４９高齢者介護の社会化
区で行ったインタビュー調査で，５つの事例を挙げて，主に家族側に見られ
る介護問題を囲い込む傾向に焦点を当てて，ネットワーク形成の障害になっ
ている要因について考察した。藤崎はこの調査結果の考察の中で，介護を愛
情行為という意味づけから解放し，高齢者と家族の介護関係そのものに他者
性を持ち込むとともに，実際に多くの他者を介在させることが，高齢者を排
除することなく家族による囲い込みを解いていく唯一の方法ではないかと指
摘している。すなわち，他者による介護クリークの生成が必要だということ
である（藤崎，１９９８）。しかし，愛情行為という意味付けからの解放が，家
族の囲い込みを解いていく唯一の方法であるとしても，高齢者の排除を解く
には不充分であろう。たとえば，経済的に貧しい家族であるとすれば，愛情
行為から解放されても，お金がなければ，多くの他者を介在させることがで
きずに，逆に，高齢者を排除することもありうる。
春日井典子は介護ライフスタイルを提唱し，それを複数の原理からなる介
護の動機を持った複数関与者，すなわち要介護者の配偶者だけでなく，子ど
もたち，その他の親族及び介護専門家（ケアマネージャー，医師など）が，
要介護者の意思を尊重し配慮しながら交渉を行い，合意により決定されて行
われる介護のあり方と定義した。春日井によると，介護クリークとは，あく
まで関与者の主観的認識にもとづくものであり，一時的に集団としての家族
として機能するものである（春日井，２００４：２０６）。家族・親族ネットワーク
の中から，集団としての特性をもつ介護クリークが自然に生成していくこと
になるのか，あるいは高齢者自身が家族・親族外メンバーを含めた数人の介
護関与者からなる介護クリークを主体的に作り出していくことが必要となっ
ていくのか。いずれにせよ介護期の社会的ネットワーク研究においては，親
族ネットワーク内で状況の変化に応じて可変的に生成する介護クリークの存
在に注目するにとどまらず，介護ライフスタイルの形成をめぐる，多様な介
護クリークの力動的な生成過程を追うことが課題となるだろう。ただし，そ
の場合，介護クリークには家族や親族や友人にとどまらず，訪問介護の専門
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家や施設の介護者も含めて，要介護者の家族のあり方に対応して柔軟に生成
していくべきだと筆者には思われる。
たとえば，経済的な面を見ると，豊かな家族は，医療や看護の専門家など
外部の資源を導入することができる。外部の専門家や，あるいは有料老人
ホームやケアハウスなど施設による介護が適切にできるならば，それらもま
た介護クリークを生成できるだろう。また，経済的余裕がない低所得家族で
も，親族のネットワークや近隣ネットワークがうまく活用できるならば，別
のタイプの介護クリークを生成することができる。その場合，知人のネット
ワークを介護のための人的資源の動員基盤として考えるならば，要介護者と
介護者のネットワークが結合している場合や，要介護者と介護者のパーソナ
ル・コミュニティが重なっている場合は，より多くの人たちから協力を得や
すいであろう。
おわりに
本論文では，日本の高齢者介護問題についての先行研究を整理し，高齢者
介護の社会化という流れと，その先端における介護クリークの生成に向けて
の動きを抽出した。家族介護の限界は明らかであり，すでに介護の社会化に
よる社会的介護を実現する基盤は整備されつつある。そして，その基盤の上
に個々の要介護者について適切な介護を実現するための介護クリークの生成
が可能になってきている。要介護者とその家族の現状に対応した，多様な介
護クリークを生成していくことが期待されているのである。
家族介護の時代には，家族が手段的・資源的な介護も情緒的な介護も実施
していた。しかし，手段的介護には専門性を欠く場合が多く，情緒的な介護
も逆に虐待になる可能性も大きかった。介護の社会化によって，介護の専門
家が介護に加わることによって手段的介護のレベルは飛躍的に向上した。し
かも，情緒的介護についても，介護の専門家はコミュニケーション技術に
よって家族よりも高度な情緒的介護を実現可能にした。そして専門家が介護
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に参加することによって家族に生まれた時間的，身体的な余裕は，要介護者
への情緒的ケアの量と質を改善することにつながると予想される。さらに，
専門家の外部の目が入ることによって閉じられた家族関係での負の側面であ
る虐待ないし不適切な処遇は防げるし，逆に家族の目があることによって，
介護の専門家たちも一層適切な介護の実施を促されることになるだろう。
それでも，高齢化が進み要介護者が増加する中で，家族による介護の負担
は重い。前述の２０１３年度「国民生活基礎調査」でも，介護の主な担い手が
家族である場合が７割を占めているし，６５歳以上のいわゆる老老介護も相
当数にのぼるようだし，同居する子どもが介護するケースも増えている。経
済的に豊かな層は施設を利用できるが，比較的費用がかからない特別養護老
人ホームは不足しており，政府の方針も特養よりも在宅介護を増やす方向に
ある。そうなると介護保険を活用して外部の介護専門家も組み込んだ介護ク
リークの生成の必要性は一層高まっていくと予想される。今後も，要介護者
を中心とした家族や親族，友人・知己，近隣社会，地域福祉の専門機関など
のネットワークの広がりの中で，具体的にどのような介護クリークが生成し
ているのか，あるいはどのような可能性があるのかについて，調査研究を重
ねていきたい。
参考文献一覧
安達正嗣，１９９９，『高齢期家族の社会学』世界思想社。
石井京子，２００３，『高齢者への家族介護に関する心理学的研究』風間書房。
上野千鶴子，２０１１，『ケアの社会学』太田出版。
大久保孝治・杉山圭子，２０００，「サンドイッチ世代の困難」藤崎宏子編『親と子：交
錯するライフコース』ミネルヴァ書房。
春日キスヨ，１９９４，『シリーズ生きる 家族の条件──豊かさの中の孤独』岩波書店。
春日キスヨ，１９９７，『介護とジェンダー 男看とる女看とる』家族社。
春日キスヨ，２００１，『介護問題の社会学』岩波書店。
春日井典子，１９９９，「家族ライフスタイルと高齢者介護」，（財）兵庫県長寿社会研究機
１５２ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
構『長寿社会研究所・家庭問題研究所 研究年報』第４巻。
春日井典子，２００４，『介護ライフスタイルの社会学』世界思想社。
北素子，２００８，『要介護高齢者家族の在宅介護プロセス』風間書房。
菊澤佐江子，２００５，「女性の介護と就業」熊谷苑子・大久保孝治編『コーホート比較
による戦後日本の家族変動の研究：全国調査「戦後日本の家族の歩み」（NFRJ-S０１）
報告書 No．２』（日本家族社会学会 全国家族調査委員会）。
菊池真弓，２００５，「現代家族における高齢者介護」熊谷苑子・大久保孝治編『コー
ホート比較による戦後日本の家族変動の研究：全国調査「戦後日本の家族の歩み」
（NFRJ-S０１）報告書 No．２』（日本家族社会学会 全国家族調査委員会）。
笹谷春美，１９９９，「家族ケアリングをめぐるジェンダー関係」鎌田とし子・矢澤澄子・
木本美喜子編『講座社会学１４ジェンダー』東大出版会。
笹谷春美，２０００，『家族ケアリングの構造分析──家族変動論の視点から』（平成９－
１０年度科研費研究成果報告書）。
笹谷春美，２００１，「ケアワークのジェンダー・パースペクティブ」『女性労働研究』
３９。
清水浩昭，２００４，「家族と扶養」清水浩昭・森謙二・岩上真珠・山田昌弘編『家族革
命』弘文堂。
下山昭夫，２００１，『介護の社会化と福祉・介護マンパワー』学文社。
中川 敦，２００４，「遠距離介護と親子の居住形態」『家族社会学研究』１５巻２号。
野辺政雄，１９９９，「地方都市に住む高齢女性の主観的幸福感」『理論と方法』１４巻１
号。
原田兼・杉澤秀博ほか，２００５，「大都市における後期高齢者の社会的ネットワークと
精神的健康」『社会学評論』第５５巻第４号。
藤崎宏子，１９９８，『現代家族問題シリーズ４ 高齢者・社会的ネットワーク』培風館。
藤崎宏子，２０００，「家族はなぜ介護を囲い込むのか──ネットワーク形成を阻むもの」
副田儀也・樽川典子編『現代家族と家族政策』（流動する社会と家族Ⅱ），ミネル
ヴァ書房。
藤崎宏子，２００１，「高齢者介護と社会的ネットワーク」，日本家政学会生活経営学部会
『生活経営学研究』３６号。
前田大作ほか，１９７９，「老人の主観的幸福感の研究──モラール・スケールによる測
定の試み」『社会老年学』１１号。
前田信彦，２００６，『アクティブ・エイジングの社会学──高齢者・仕事・ネットワー
１５３高齢者介護の社会化
ク』ミネルヴァ書房。
宮本孝二，２０１４，「団塊世代論の中心問題──現代社会論の視点から」『桃山学院大学
社会学論集』４８巻１号。
山田昌弘，２０１４，「日本家族のこれから」『社会学評論』６４巻４号。
和気純子，１９９８，『高齢者を介護する家族』川島書店。
１５４ 桃山学院大学社会学論集 第４８巻第２号
In Japan, as the aged in need of care has been increasing and family care
giving has reached the limit, social care for the elderly is indispensable.
Social care for the elderly or socialization of the elderly care is to care the
aged by the cooperation of family, kinship, neighbourhood, friends and
agents of professional care. This paper, first, examines backgrounds and
factors by which socialization of the elderly care are requested in Japan.
Second, through researching historical studies of care for the elderly, I
show the transformation of institutions and social consciousness from
family care to socal care. Third, reviewing studies of social assistance
network, I explore the possibilities of generating the care clique as the
small group which is organaized on the base of socal assistance netowork.
Keywords : Ageing population, social care for the elderly,
socialization of the elderly care, socail assistance network,
care clique
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